
資料５ 

 
 

電力広域的運営推進機関の業務規程及び送配電等業務指針の 

変更認可について 
 

 

 

 

 

 

 

１．経緯 

令和２年３月２日付で広域機関より経済産業大臣に対して業務規程及び送配電等業務指

針の変更の認可申請があり、同月１２日付けで経済産業大臣から意見の求めがあったとこ

ろ。（資料５－１及び５－２） 

 

２．変更の主な内容 

変更の主な内容は、以下のとおり。 

（１）容量市場における経過措置の対象となる電源に関する変更 

・容量市場の導入直後の小売電気事業者に与える影響を緩和するべく、２０１０年

度末以前に建設された発電設備等について、一定期間（２０３０年度まで）、発電

事業者への容量市場からの支払額を一定の率で減額する経過措置を講じることに

なっているところ、アグリゲート電源については、複数の電源を組み合わせて供

給能力を提供するアグリゲーターとしての供給能力を評価するもので、個々の電

源を評価するものではないことを踏まえ、経過措置の対象外と整理されたため、

当該変更を行うもの。 

（２）東北東京連系線増強工事等の特定負担者の取扱いに関する変更 

・従来の連系線利用ルールにおいては、連系線の増強工事等の費用の一部を負担し

た事業者（特定負担者）は、その負担額（特定負担額）に応じ、当該連系線を優

先的に利用できることとなっており、東北東京間連系線の増強工事等における特

定負担者の取扱いも同様とされていた。しかし、間接オークションが導入された

ことに伴い、特定負担者は連系線の優先的な利用ができなくなっていたところ、

国の審議会において、特定負担者は一定期間（４０年もしくは電源の廃止日ま

で）、前日スポット市場における東京エリアと東北エリアのエリア間値差相当分を

受け取ることができることと整理されたため、当該変更を行うもの。 

 （３）その他の変更 

・東京東北間連系線について、運用容量拡大のための短工期対策として実施した

500kV相馬双葉幹線と 275kVいわき幹線の常時運用が２０２０年度から開始される

ことから、連系線の管理について、回り込み潮流を考慮したフェンス潮流にて管

理するよう規定を変更するもの。 

（趣旨） 
令和２年３月２日付けで電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）より経

済産業大臣に対して業務規程及び送配電等業務指針の変更の認可申請があり、同月１２

日付けで経済産業大臣から意見の求めがあったところ。 
当該認可に係る電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）としての回答

について御検討を頂く。 



 

・東京中部間連系設備（ＦＣ）について、２０２１年３月（予定）から新たに飛騨

信濃周波数変換設備が運用開始となることから、連系線の管理対象に追加するも

の。 等 

 
３．認可申請に係る意見 

 変更案の内容について、審査基準に照らして特段の問題はないと判断される。委員会

として、資料５－３及び５－４のとおり、当該認可を行うことに異論がない旨を回答す

ることとしたい。 
  



 

〔参考１〕手続きの流れ 
広域機関が業務規程を変更しようとする場合、電気事業法第２８条の４１第３項に基づき、

経済産業大臣の認可を受けなければならないこととされている。経済産業大臣は、業務規程

の変更の認可申請を受けた場合、同法第６６条の１１第１項第５号の規定に基づき、委員会

の意見を聴取する。 
また、広域機関の送配電等業務指針の変更については、電気事業法第２８条の４６第１項

に基づき、経済産業大臣の認可を受けなければ効力を生じないこととされている。業務規程

の場合と同様に、経済産業大臣は、送配電等業務指針の変更の認可申請を受けた場合、同法

第６６条の１１第１項第５号の規定に基づき、委員会の意見を聴取する。 
 
〔参考２〕関連条文 
■ 電気事業法 
（業務規程） 
第二十八条の四十一 推進機関の業務規程には、業務及びその執行に関する事項その他の経

済産業省令で定める事項を記載しなければならない。 
２ 前項の業務及びその執行に関する事項には、第二十八条の四十四第一項の規定による指

示があつた場合において、当事者である会員が支払い、又は受領すべき金額その他指示の

実施に関し必要な事項が含まれていなければならない。 
３ 推進機関は、業務規程を変更しようとするときは、経済産業大臣の認可を受けなければ

ならない。 
 
（送配電等業務指針の認可） 
第二十八条の四十六 送配電等業務指針は、経済産業大臣の認可を受けなければその効力を

生じない。その変更（経済産業省令で定める軽微な事項に係るものを除く。）についても、

同様とする。 
２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請に係る送配電等業務指針が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。 
一 内容が法令に違反しないこと。 
二 策定又は変更の手続が法令及び定款に違反しないこと。 
三 不当に差別的でないこと。 

３～４ （略） 
 
（委員会の意見の聴取） 
第六十六条の十一 経済産業大臣は、次に掲げる場合には、あらかじめ、委員会の意見を聴

かなければならない。 
一～四 （略） 
五 第十条第一項若しくは第二項（これらの規定を第二十七条の十二において準用する場

合を含む。）、第十四条第二項（第二十七条の十二において準用する場合を含む。）、第十

八条第一項若しくは第二項ただし書、第二十二条の二第一項ただし書、第二十七条の十

一の二第一項ただし書、第二十八条の十四第一項、第二十八条の四十一第三項、第二十

八条の四十六第一項、第二十八条の四十八、第九十九条第一項又は第九十九条の六第一

項の認可をしようとするとき。 
六～十三 （略） 

２ （略） 



 

 
■ 電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等 
第１ 審査基準 
（１）～（３２） 略 
（３３）第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可 
 第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可に係る

審査基準については、当該変更後の業務規程の内容が法令に適合し、かつ、当該変更後の業

務規程に虚偽の記載がないこと及び「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推

進機関の設立の認可の基準について」の該当部分に適合することとする。 
（３４）第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可

及び変更の認可 
 第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可及び

変更の認可に係る審査基準については、当該送配電等業務指針の内容に虚偽の記載がないこ

と、同条第２項各号のいずれにも適合すること及び「電気事業法第２８条の４６第１項の規

定による送配電等業務指針の認可の基準について」（別添３）に適合することとする。 
 



緑篠襄葱須�

官 印 省

20200302資第2 8号

令和 2年3月1 2 日

電カ・ ガス取引監視等委員会委員長 殿

経済産業大臣

業務規程の変更認可について

電気事業法（昭和3 9年法律第1 7 0号）第66条の11第1項第5号の規定に基づき、

別添の申請に係る同法第2 8条の4 1第3項に規定する業務規程の変更の認可について、

貴委員会の意見を求めます。

資料５－１

















































































































資料５－３ 
 

（案） 
 

官 印 省 略  
番 号 
年 月 日 

 
 
経済産業大臣 宛て 

 
 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 
 
 
 

業務規程の変更認可について（回答） 
 
 
 
令和２年３月１２日付け２０２００３０２資第２８号により貴職から当委員

会に意見を求められた業務規程の変更認可については、認可することに異存は

ありません。 
 
 

 
 



資料５－４ 
 

（案） 
 

官 印 省 略  
番 号 
年 月 日 

 
 
経済産業大臣 宛て 

 
 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 
 
 
 

送配電等業務指針の変更認可について（回答） 
 
 
 
令和２年３月１２日付け２０２００３０２資第２９号により貴職から当委員

会に意見を求められた送配電等業務指針の変更認可については、認可すること

に異存はありません。 
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